












少傾向にある。政府統計(1)によれば、平成 12 年の離婚件数は 26 万 4246 組であるのに対し、
平成 27 年は 22 万 6215 組、平成 28 年は 21 万 6798 組であるが、そのうち未成年の子がいる
離婚は平成 12 年では 15 万 7299 組（全体の 59.5％）、平成 27 年では 13 万 2166 組（全体の
































度の利用が強く推進されている。具体的には、2010 年 12 月に成立し、2011 年 4 月 6 日に施
行された 2010 年家事手続規則（Family Procedure Rules 2010(SI 2010/2955)）（以下、
「新手続規則」という）によって、第三者支援を促す事前予防策の整備・強化が進められて
いる(6)。さらに、2014 年 3 月 13 日に成立し同年 4月 22 日に施行（一部を除く）された

































































切性の要請からの限界があった。その一方、家事事件手続法（平成 23 年法律第 52 号）（旧





して、家事審判手続を用いるものとする判例（ 判平成 5年 10 月 19 日民集 47 巻 8 号 5099
頁、 判平成 6年 4月 26 日民集 48 巻 3 号 992 頁等）が登場している。
結果として、家事審判手続の利用は増加したが、実際には、迅速性の面で人身保護手続に
及ばない場合があるため(13)、いまだに人身保護手続が利用されることがある（ 判平成 6年










































「国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約（Hague Convention on Civil Aspects
of International Child Abduction）」（以下、「ハーグ条約」という）(28)および「子の監護
に関する決定の承認及び執行における欧州条約（European Convention on Recognition
and Enforcement of Decisions Concerning Custody of Children）」という 2つの条約
に 1986 年 8 月に批准している(29)。そして、これらを実施するために、1985 年子の奪取及び






際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律」（平成 25 年法律第 48 号）
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る禁止処置命令（prohibited order）、の 4種類であった。2014 年の法改正により、(ｱ)およ



























きであるとする福祉原則（the welfare principle）（児童法 1条 1項）、手続の迅速性を要求
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いるかは明らかではない。事案によって子の意思への配慮に差違が生じており、安定した判
断がなされていないとの指摘もある(43)。 近では、旧法である家事審判法に代わり、平成









































助言支援サービス（Children and Family Court Advisory and Support Service）の略
称）の職員が担っている(55)。ＣＡＦＣＡＳＳは、2000 年刑事司法及び裁判所サービス法
（Criminal Justice and Court Service Act 2000）に基づき、設置された公的な団体であ
る(56)。ＣＡＦＣＡＳＳは政府組織ではないが法務省に後援されている団体である(57)。子の福
祉を守り促進すること、裁判所に助言すること等の多様な機能を有する（2000 年刑事司法
および裁判所サービス法 12 条）。なお、2005 年には、ウェールズにおけるＣＡＦＣＡＳＳ機

















しかし、2002 年養子及び児童法（Adoption and Children Act 2002）122 条によって追
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理人制度がある。この制度は、子の手続参加（同法 41 条・42 条）が認められる場合には、
子にも手続代理人が選任される可能性があるというものである。その前提として、未成年子
に手続行為能力が認められる必要があるが、それは列挙されている対象事件に限られている









うえ、さらに踏み込んだ規定をいくつか設けている。子の監護者指定（同法 152 条 2 項）は
もちろん、養子縁組の許可審判（同法 161 条 3 項 1 号）や親権者の指定・変更審判（同法

























も子の取り決め命令を発することができ（児童法 11 条 3 項）、その有効期間を限定すること


















部改訂があり、さらに 2014 年 4 月 22 日に子のための取り決めプログラム（Child
Arrangements Programme）の実施によりその取り組みが強化されている(107)。
このプラグラムのなかで特に重要な運用手段は、初回審理による紛争解決約束（First





























る調停情報・評価ミーティング（Mediation Information and Assessment Meeting（以
下、「ＭＩＡＭ」という））や調停サービスを提供しうるという統一基準が確立され、調停員
の質の向上が図られている。
まず初めに、1999 年司法へのアクセス法（Access to Justice Act 1999）により法律扶
助資格を有する当事者に調停等に関する情報を提供するＭＩＡＭへの出席が義務づけられ













































































































































































































































































































（contempt of court）で科される刑罰による間接強制の方法がある。加えて、2006 年児童
及び養子縁組法の定める新たな執行方法として執行命令（enforcement order）、費用補償










奪取親が子のための取り決め命令に従わない場合、1986 年家族法（Family Law Act
1986）34 条に基づく直接強制の方法によって、子の引渡しを実現することが考えられる。
直接強制の方法は、裁判所職員（officer of the court）または巡査（constable）が子の
引渡しを実現するためにその実力を行使する方法である。裁判所職員または巡査の直接強制
の権限の中には、子が発見されるであろう家屋への立入りや捜索権限も含まれる（1986 年
家族法 34 条 2 項ａ号）。子の居場所については、裁判所が重要な情報を有するであろう人に

















動制限を児童法 11 条 7 項に基づく条件として子のための取り決め命令に付加しうる。これ
により、奪取親がその後の子との交流可能性を期待して子の引渡しに応じることも考えられ
よう。ただし、子との交流を困難にしないために、子と一緒に暮らす親の移動の自由を制限




























































長 200 時間の無償労働を課すことができる命令である（児童法 11 J 条）。前述の推進活動
の条件違反も子のための取り決め命令違反に含まれるため、その場合も、執行命令をするこ
とができる。子のための取り決め命令の遵守を確保することが必要であると確信される場合





























































































































































































































本研究は，文部科学省科学研究費補助金（基盤研究 (Ｃ)（課題番号 17 K 03487）、2017-2019 年度）に
よる研究成果の一部である。
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